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研究成果の概要（和文）：人類の持続可能性の観点から重要な，「災害」，「食（農）資源」，「水資源」，
「大気汚染」に関連した研究を，気候モデル・衛星・再解析データ等を用いて解析し，経済分析を行った．大気
汚染では，森林火災予測に直結する気候・環境要因を明らかにし，機械学習で火災予測の初期検討を行った．気
候モデル実験では， シベリア森林火災が増加した際のPM2.5日平均環境基準を超える日数や若年性死亡数の変化
を分析し，経済損失まで見積もった．また，MIROC最新版に改良版作物成長モデルMATCRO（作物4種）を導入し
た．水循環の観点から，日本では0.5K/100年間の気温上昇が存在で，実測降雨の新記録発生頻度が説明された．

研究成果の概要（英文）：We carried out researches on “hazards”, “food resources”, “water 
resources”, and “air pollutions”, using climate models, satellite data, and reanalysis data 
together with some economic analyses, which are relevant to human sustainability in the future,. In 
terms of “air pollutions”, we found the climate and environmental factors related to large-scale 
wildfire occurrences, and further performed machine learning for its prediction as a preliminary 
research. The global simulations under the increased Siberian wildfire conditions by a climate 
model, MIROC/SPRINTARS, revealed that the number of days exceeding the environmental standard of 
PM2.5 in Japan, increased premature mortality, and its economic impact. The updated crop growth 
model, MATCRO, was incorporated to the latest MIROC. Another climate model simulation also revealed 
that the frequency of unprecedented occurrences on the observed precipitation was well explained 
with the temperature trend of 0.5 K per 100 years.

研究分野：大気環境科学、雪氷学

キーワード： 大気汚染　森林火災　気候モデル　PM2.5　気候変動　農作物　経済分析　水循環

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地球温暖化が進む中，人類の持続可能性に直結する「災害」，「食（農）資源」，「水資源」，「大気汚染」の
変化が今後懸念される．本研究では，農作物4種を改良版MATCROとして最新版気候モデルMIROCに組み込み，今後
の食資源と温暖化の関係の研究への貢献が期待される．さらに，シベリア森林火災が増加した場合に，大気汚染
（PM2.5）がどの程度風下域へ運ばれ，人の健康と経済の観点から影響を与えうるかについて重要な知見を得
た．また，温暖化時のこの森林火災増加の経済的影響まで評価ができた．これらは，初期的知見とは言え，将来
の適応策を検討する際の重要な基礎データとなり，その社会的意義は大変大きいと考えられる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 IPCC による定期的な報告書により地球温暖化の実態が明らかとなってきており（e.g., IPCC, 
2013），地球温暖化とそれに伴う気候変動に世界的に大きな関心が年々高まっており，今後の人
類の持続的存続及び経済活動のための方策検討が急務である．国連開発計画（UNDP）による「持
続可能な開発のための 2030 アジェンダ」では 17 個のグローバル目標が掲げられている
（https://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/sustainable-development-goals.html）．ここで掲げら
れている Sustainable Development Goals (SDGs)のグローバル目標の中で，「災害」，「食資源」，「水
資源」，「大気汚染」といった人類の持続と健康維持のために必要な 4つの重要なキーワードに関
連したものとして，「#2: Zero Hunger」，「#3: Good Health and Well-Being」，「#6: Clean Water and 
Sanitation」，「#13: Climate Action」，「#15: Life on Land」がある．上記 4つのキーワードは，今後
の人類の持続可能性を考える上で，欠かせない．そして，4つに共通するのが，地球という空間
規模で変化する「水循環」である．人類の持続可能性の観点から，特にこれら 4つのリスク変化
予測に直結する知見を開拓するとともに，その予測や適応策について検討することが喫緊かつ
必須であると考えた．また，そのためには，これらに関して経済的な分析と評価も合わせて行う
必要があり，サイエンスの議論と経済の議論を合わせていくことが重要である． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，これら 4つ（「災害」，「食（農）資源」，「水資源」，「大気汚染」）に関わる事象の
影響を評価すべく，気候モデルを主体として，4つの視点に関連する物理量とその他の変数との
相互作用的変化まで考慮した全球数値実験を行う．また，これらに関連した気候モデル自身の開
発も行い，従来のモデルを改良する．全球気候モデル実験では，その結果を用いて，さらに経済
的な影響評価を行い，社会的な影響まで踏み込み議論を行い，今後の適応策へとつながる知見を
得ることを目的とした．  
 
３．研究の方法 
研究当初，日本の気候モデルの１つであるMIROC（全球数値モデル）（e.g., Watanabe et al., 2010; 

Watanabe et al., 2011；以下文献省略）の陸面モデル（MATSIRO：Takata et al., 2003；以下文献省
略）の 1つのバージョンに，農作物成長（MATCRO：Masutomi et al., 2016a, 2016b）・灌漑モデル
を統合し，更に森林火災等の自然大気汚染変化も環境場変動に応じて考慮できるようにし，「食
（農）資源」も含めたリスク予測対応気候モデルを構築し，その気候モデルを使って温暖化実験
をする予定を考えていた．しかしながら，研究を進めていくうちに森林火災モデルを構築するた
めの火災と気候・環境変動の関係性がまだまだ不明瞭であること，灌漑モデルの構造と上記
MATCRO の構造の違いなどが明らかとなり，同じ MIROC のバージョンでの結合は現時点では
困難であると判断した．そこで，それぞれ別のバージョンのMIROCで研究を進めつつも気候モ
デルMIROCを使って研究を進めた．つまり，本研究課題でのモデル開発のメインストリームと
しては，MATCROの開発・改良・移植に特化し，別ストリームとして，別バージョンのMIROC
で森林火災及びその大気汚染の影響，灌漑など水需要効果の影響を評価する研究を進めた． 
現在の陸面モデルの現状として，作物成長モデル（MATCRO）では，水稲のみを対象とした作
物成長モデルをMATSIROに結合したモデルMATCRO-Riceが既に開発済みであるが（Masutomi 
et al., 2016a, 2016b；以下文献省略），主食となり食料安全保障上重要なその他の穀物（小麦・ト
ウモロコシ等）や芋類（ジャガイモ・タロイモなど）については未開発である．本研究課題では，
まずこれらの作物を MATCROに組み込む改良を行い，最新版の MIROCで全球実験をできるモ
デルを開発することとした．開発手順としては，MIROC5のオフライン用MATSIROにMATCRO
を組み込み，検証を行いつつ，それを随時最新版のMIROC6（Tatebe et al., 2019；以下文献省略）
にも同様に移植していく方法を取った． 
シベリア域及び周辺域の森林火災の大気汚染・気候への影響を調べるため，九州大学の応用力
学研究所の竹村教授と共同研究を行い，シベリア森林火災の増加を行う全球気候モデル感度実
験を行なった．パリ協定が終了する 2030年と現在気候（2005年）を設定し，気候モデルMIROC
に全球エアロゾル輸送モデル SPRINTARS（e.g., Takemura et al., 2000, 2002）を組み込んだものを
使用し，全球気候モデル感度数値実験（火災が少なかった年を基準とするコントロール実験及び
2種類の森林火災増加ケースの実験；海洋モデル結合有無のケースで計算）を行った．大気大循
環モデル実験では，15 年積分で，後半 10 年の解析を行い，大気海洋結合モデル実験では，100
年積分で，後半 50 年の解析を行なった．前者の解析は，主に森林火災による大気汚染（PM2.5）
と健康・経済的影響の評価を行い，後者では，この大気汚染による放射強制力や気温変化など気
候と経済の相互的影響の評価を行った． 
また，NASAの全球数値モデル GEOS-5（https://gmao.gsfc.nasa.gov/GEOS/）を用いて作成され
た大気エアロゾルを含む再解析データMERRA-2（https://gmao.gsfc.nasa.gov/reanalysis/MERRA-2/）
や衛星データを使用して，大規模森林火災が発生した際の気候・環境的発生要因や，森林火災か
ら発生した大気汚染（PM2.5）の解析を行った．また，同様のデータセットを使って，シベリア域
の森林火災に関連すると考えられる気象変数を複数用いて，火災前の月の情報も考慮して，機械
学習を行い，今後の森林火災や大気汚染を予測する方法を検討する初期的解析を行った． 
 
４．研究成果 



（1）作物成長モデルMATCROへの作物の追加とMIROC最新版へのMATCROの組み込み 
本研究課題では作物成長シミュレーションモデルMATCROの収量推計の高精度化・高速化を
行うとともに全球気候モデルMIROCへの組み込みを行った． 

MATCRO の高精度化では，水稲を対象にまず光合成速度の計算式・パラメーター値を
MATSIROの既存のものから，実験で得られた式・パラメーター値に変更し，より高精度の光合
成速度計算が可能となった．また高速化では，光合成速度の計算の際に，時間の掛かっていた繰
り返し計算を，解析的な式に置き換え，光合成速度の高速計算が可能となった．さらにMATCRO
に関しては収量を大きく左右する窒素肥料に関する作物応答をモデル化し，これを新たに組み
込んだ．これにより長期的な窒素肥料投入の増加による収量の増加傾向を高精度に再現できる
ことが可能となった．本研究成果は作物モデルに関する国際会議 iCROPm2020にて発表された． 

MATCRO の全球気候モデルの MIROC への組み込みではまず MIROC の陸面プロセスの計算
を行う MATSIRO への組み込みをオフライン，つまり大気との相互なしの状態で行った．この
際，水稲だけでなく，小麦・とうもろこし・大豆のパラメーターもセットし，これで世界 4大作
物の収量を推計できるようになった（図 1）．推計された収量は地域によっては過大・過小があ
る．これらはパラメーターの設定が十分でないところがあり，これを改善することが今後の大き
な過大である．またこのMATCROを組み込んだMATSIROを用いて，最新版の全球気候モデル
MIROC6で大気との相互作用ありのオンライン計算も実施した．しかしながら，いくつかのプロ
グラムバグがあり，課題期間中にこれを完了することができなかった．今後継続的にこの開発を
続け，MIROC6によるオンライン計算での作物収量計算を可能にする．この結合モデルが開発さ
れれば，農地と大気の相互作用を考慮しつつ温暖化の影響等を評価することが可能となり，影響
評価の地平を拓くものとなることは間違いない． 

 
図 1. MATCROを組み込んだMATSIROで計算された収量 [kg/ha](a：水稲；b：小麦；c：とうも
ろこし；d：大豆)． 
 
（2）農業，商業，工業等の人間活動に起因する水需給効果の影響 

MATCRO の開発と組み込みを行なったバージョンとは別の全球気候モデル MIROC（version 
3.2）に，農業，商業，工業等の人間活動に起因する水需給効果の影響を考慮した陸面過程モデル
を結合し，全球気候モデル（AGCM）の熱・水相互作用を可能とさせた（Yamada and Pokhrel, 2019）．
その上で，同モデルを用いた大気陸面相互作用に関する分析を実施した（図 2）．得られた結果
として，既存の研究で指摘されてきた北半球夏の半乾燥地域では本モデルにおいても大気陸面
間の相互作用は強いことが判明した．一方，これらの地域の多くは灌漑活動が盛んであるため，
表層の土壌水分を季節ごとにある値に保持しようとする効果が働いていた．以上の結果につい
ては現在論文としてまとめている段階である（Yamada et al., in preparation）．そのほか本課題に関
連する内容として，大気陸面相互作用を考慮した簡便な数理モデルを用いた大気陸面間の多重
平衡性に関する検討を行った．この多重平衡に関する特徴は現地観測に加え人工衛星による観
測からも指摘されており，北半球の中高緯度帯においても見られる．今後，前述の全球気候モデ



ルと数理モデルの双方を用いた研究により，大気陸面間の多重平衡の特徴を明らかにする予定
である． 

 
図 2. 全球気候モデルにおける 2m気温の差（6-8月）．人間活動の影響を加味した実験結果から
CTRL実験結果の差を示す． 
 
（3）シベリア及び周辺域の森林火災発生の気候・環境的要因及び予測に関する知見 
 米国 NASAの全球数値モデル GEOS-5 に衛星等のエアロゾル光学的厚さ（AOD）をデータ同
化した全球データセットMERRA-2（上記 URL参照）や衛星を使用して，日本（北海道）の PM2.5

増加に影響を与えた東ユーラシアの大規模森林火災 3事例（2003年 5月；2008年 4月；2014年
7月：図 3a）についてその大気汚染の輸送状況及び火災発生の気候的・環境的要因把握のための
事例研究を行なった（Yasunari et al., 2018）．解析の結果，3つの大規模森林火災には共通項があ
り，いずれも火災発生年には，年の始めから現地の表面土壌が平年よりも乾燥しており，その後，
火災発生月の数ヶ月前には，平年よりも雪が少なく，地上が昇温していることがわかった．これ
らの火災前の状況があったことで，乾燥状態が長期的に持続し，火災発生月には，大規模森林火
災が発生しうる環境状態が形成されており，その結果，大規模森林火災が発生することができた
と考えられる（図 3b）．その後，その大気汚染（PM2.5）が北海道まで輸送された（図 3a）．この
研究により，森林火災及びその大気汚染の予測を今後行う際には，火災発生月の状況だけでなく，
火災前の時期の気候・環境的状況を考慮することが極めて重要であることが明らかとなった． 
 また，森林火災の予測に繋げる取り組みにおいては，機械学習を用いて NASA の再解析
データ MERRA-2 や衛星データを使用し，先ずはシベリア域を領域平均した気候・環境変
数を用いて学習と予測を行なった．その結果，火災発生カウント（衛星データ）では，小さ
な火災を含めて機械学習で予測を行うと精度が悪くなることがわかった．これは，規模の小
さな火災データには，焚き火など気候・環境要因とは関連しない別の人為的な火災が相当数
含まれていると考えられ，これらがノイズとなり，予測精度を低くしていると考えられた． 

 



図 3．シベリアの大規模森林火災による大気汚染輸送及びその森林火災発生の気候・環境的要因. 
(a) Yasunari et al. (2018) に よ っ て ， Buchard et al. (2016) の 方 法 で MERRA-2
（https://gmao.gsfc.nasa.gov/reanalysis/MERRA-2/）から算出された 2014年 7月のシベリア森林火
災による大気汚染（PM2.5）の北海道への輸送の例（図は一部抜粋）；（b）Yasunari et al. (2018)に
よって明らかとなった，北海道の PM2.5増加に繋がったシベリア域の大規模森林火災 3事例（2003
年 5月, 2008年 4月, 2014年 7月）に共通して見られた気候・環境的特徴の概念図． 
 
（4）シベリア及び周辺域の森林火災増加とその大気汚染が PM2.5環境基準に与える影響評価 
最重要課題の 1つである「大気汚染」へのリスク変化予測とその影響評価（健康・経済的影響）
について顕著な成果を得た．大気大循環モデル実験では，下記にまとめたように，シベリア森林
火災が増加した際に，風下域である日本で PM2.5日平均環境基準を超える日数や若年性死亡率の
変化を分析し，経済損失まで見積もることに成功した（Yasunari et al., in preparation）：10年間の
解析期間において，例えば，日本では，火災が少なかった年を基準とした場合に，火災の多い 3-
8月に注目すると，WHOの日平均 PM2.5環境基準値（25 μg m-3: WHO, 2006）や日本の同様な環
境基準値（35 μg m-3: http://www.env.go.jp/air/osen/pm/info.html#STANDARD）でそれぞれの場合
において基準年のケースに比べ，環境基準値を超えうるケースが増加することがわかった． 
 
（5）シベリア及び周辺域の森林火災増加とその大気汚染が気候・経済に与える影響 
シベリア地域における森林火災増加の大気汚染を通じた気候影響について，MIROC-

SPRINTAR モデルの計算結果と RICE 気候経済モデル（Nordhaus, 2010）の関数を用いて経済影
響の定量化を行った．具体的には，感度実験としてシベリア地域の森林火災起源のエアロゾル排
出を現状より増加させた複数のシナリオを設定し，当該シナリオ間で世界の気候変動の度合い
がどのように変化するか比較するとともに，この気候影響の違いがどの程度の経済価値（貨幣換
算価値）に相当するか評価を行った．気候変動の経済評価に関しては RICEの被害関数（damage 
function）を用いたが，これは気候変動の様々な経済影響（農業など）に関する推計量の総和を
とり，それを世界の地域ごとに地表気温変化量の関数として近似したものである．評価結果とし
ては，シベリアの森林火災排出が仮に現状の 2倍になったとすると，中国において GDP換算で
0.1％程度に相当する気候変動影響の軽減がもたらされるなどの結果が得られた．シベリア森林
火災の気候変動影響を通じたマクロ経済影響が，ロシアにとどまらず広域的に顕著なものとな
る可能性が示唆される．ちなみに，森林火災からのエアロゾル排出は少なくとも地表気温に関し
て気候変動を低減させる効果を持つという性質が評価結果に反映されているが，この気候変動
軽減分はベースラインの人為的気候変動に比較するとわずかなものである．本研究の今後の方
向性として，経済評価の緻密化や扱うケースの多様化を進めていきたい． 
  

 
（6）その他，経済的影響の評価 
上記（5）の研究に並行し，ケニアの灌漑プロジェクトを対象とした気候変動適応に関する経
済評価を実施し(Narita et al., 2020)，またタイの PM2.5大気汚染の実態と政策について評価し論文
にまとめた（Narita et al., 2019）． 
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